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２．背景と環境変化 
 

（１）デジタル技術の進展 
・これまでの情報社会（Society 4.0
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３．カーボンニュートラルに向けた社会の変革 
 

（１）カーボンニュートラルと経済成長 
・カーボンニュートラルを目指すうえで、新技術の開発・導入に伴うコスト増は避

けられないが、その結果として、経済が発展し、社会がより安全・安心に、そし

て新たな豊かさを享受できるよう変革していくことが重要である。 

・社会全体のデジタル化とともに、様々な価値創出に向けた取り組みが活発に行わ

れることが期待される。産学官と社会とが一体となって社会課題や潜在ニーズを

探索し、革新的技術によりイノベーショ ること ２ で に さ 運 運 ２ 賞 ２ が ２ 賞 ２ Eけ よ 準 ２ 運 ２ こ 運 け で 降２ 運 ２ 軌 防 運 運 ２ 運 請 運 ２ ２ け ２ 項維 見 ２ ２ さ 運 運降２ 満軌 運 防 満 ƙ て ２ 運財 に ２ 運 ２ 運 軟 防 ２ 運 １ の ２ 運 運 運 さ 降 ２ 運 軟 運 ２ ２ 運 う ２ が 降２ が ２ 運 運 う ２ 避 輸 物 運 け で 降 ２ ₲ 給 ２ 駐 ２ け ２ 直 ２範 運 運 け で 降：が ２ ２ よ ２ ２ ２ が２ 運 ２ 運 け で 降：が さ 観 質 に 範 絵 降 Ｇ ２ ２ ２ 齢 課 見 て 質 親 運 け で 降：が ２ 課２ 運 運 軟 防 ２ 運 社 ２ の 運
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４．自立分散かつ循環型社会の目指す姿 
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《図表 1-9》 自立分散型社会の相互連携 

 
（資料）環境省ホームページ「地域循環共生圏」より抜粋
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第２章 自立分散型社会システムの導入促進 
 

１．近年の動向 
 

（１）自立分散型社会システムの必要性の高まり
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《図表 2-2》 主な再生可能エネルギーの導入実績と導入目標 

電源種別
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③レジリエンスの強化 

・近年、気候変動が一因と考えられる異常気象が世界各地で発生している。国内にお

いても、災害の激甚化により、道路交通網やエネルギーといったインフラが寸断さ

れるなど、レジリエンス強化を求められる事例が頻発している。 

 

《図表 2-5》 異常気象に伴う災害による地域の孤立 

（資料）自衛隊総合情報メディアより抜粋 

 

・2019 年の台風 15 号による千葉県での広域停電のように、現状の大規模電力供給方

法では、大きな災害により電力途絶する可能性があり、特に地域におけるエネルギ

ーのレジリエンス確保が重要な課題となっている。 

・国土強靱化推進として、国は 2021 年度から 5 か年で 10
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・同会議で検討が進められるデジタル田園国構想では、地域の豊かさをその

ままに、市とじ又は違った利便性とを備えた、魅力あふれる新たな地域づ



19 

 

⑤レジリエンスの強化 

・2018 年に閣議決定された国土強靱化基本計画13では、国土の健康診断にあたる脆弱

性評価を踏まえて、強靱な国づくりのための処方箋が示された。いかなる災害など

が発生したとしても、人命の保護が最大限図られること、国家及び社会の重要な機

能が致命的な障害を受けず維持されること、国民の財産及び公共施設に係る被害の

最小化、迅速な復旧復興、の 4 項目を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を

持った安全・安心な国土・地域・経済社会の構築に向けた「国土強靱化」（ナショナ

ル・レジリエンス）を推進する、としている。 

・基本方針の内、国土強靱化の取り組み姿勢として、各地域の多様性を再構築し、地

域間の連携を強化するとともに、災害に強い国土づくりを進めることにより、地域

の活力を高め、依然として進展する東京一極集中からの脱却を図り、「自律・分散・

協調」型国土構造の実現を促す、との方向性が示された。 

・また、「自助」､「共助」及び「公助」を適切に組み合わせ、官と民が適切に連携及

び役割分担して取り組むこととし、特に重大性・緊急性・危険性が高い場合には、

国が中核的な役割を果たすことが示された。 

 

 

（３）国内の技術動向
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②大規模エネルギーシステムと自立分散型エネルギーシステムの併用 

・カーボンニュートラルの達成やエネルギー安全保障の観点から、ゼロエミッショ
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・分散型電源および企業や家庭にある需要設備のエネルギー使用状況、運転状況を

把握、管理し、エネルギーの需給バランスを図るシステムをエネルギーマネジメン

トシステムと呼ぶ。エネルギーマネジメントシステムに様々な分散型電源や調整

力、需要設備の情報を取り込み、高度なエネルギーマネジメントを行うことで、エ

ネルギーの効率利用が実現でき、脱炭素が促進される。 

 

《図表 2-12
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２．中部圏等での取り組み 
 

（１）脱炭素に資する取り組み 
 ①名古屋 DER-AI-Grid
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 ④分散型エネルギーとしての水素などの利用 

・コージェネレーションシステム用のエンジン設備で水素を混焼する実験が、大手

ガス事業者で実施された。水素混焼率 35vol％での運転試験は国内初（2021 年 8 月
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（２）モビリティまちづくり 
・自立分散型社会において、MaaS などの柔軟な交通・移動システムを構築すること

により、地域内における人・モノの移動の効率化が可能となり、多様なニーズに応

じたまちづくりに貢献する。このためには、地域の特色（地域住民の年齢構成、住

宅密集度、医療機関やスーパーなどのロケーション、公共交通機関など）を踏まえ
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・経済産業省では、資源循環経済政策の再構築などを通じて物質や資源の供給途絶
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（２）「プラスチック」分野での取り組み 
ア ペットボトルの水平リサイクル30 
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（４）「木材利用」分野での取り組み 
ア 森林循環の促進 
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《図表 3-19





50  イ CO2の分離回収と循環利用 ・工場などから排出される産業排気ガスから
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《図表 3-25》 AI（人工知能）を用いた自動ピッキング装置 

 
（資料）J4CE「注目事例集 2022」（一般財団法人 家電製品協会）ホームページより抜粋粋粋粋
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ウ 水素・アンモニアのサプライチェーン構築 

・経済 3 団体（中部経済連合会、名古屋商工会議所、中部経済同友会）と、中部経済

連合会会員企業も多く参画している中部圏水素利用協議会では、中部圏での大規模

水素サプライチェーン構築に係る提言書を、2022 年 1 月に愛知県へ提出した。 
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参考資料（中部経済連合会 エネルギー・環境委員会での講演概要）  
 

本提言書の作成にあたり、以下のとおり有識者の皆さまに中部経済連合会 エネル

ギー・環境委員会でご講演を頂き、参考とさせて頂いた。 

 

〇広井良典 京都大学 人と社会の未来研究院 教授 

 演題：「分散型社会への展望と課題」 


